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研究成果の概要（和文）：モンゴルは、1990年に社会主義から民主主義・市場経済に転換した。消費経済と首都
への人口集中が急激に進み、環境悪化と災害リスクが増大し、教育などの地域格差が拡大した。本計画では、一
極集中の抑制に資する、遊牧を維持しながら高等教育が受けられる遠隔教育の研究・実践を行った。具体的に
は、モンゴル国立大学のスタジオの整備と機能の強化、映像コンテンツの制作技術向上の共同プログラムを推進
した。
ブータンでは、国家が情報化を推進してきたが、大学の遠隔教育システムは未整備である。本プロジェクトで
は、ブータン王立大学と連携し、GNHなどをテーマに、映像コンテンツを制作し、学生が視聴できる仕組みを設
置した。

研究成果の概要（英文）：Mongolia transitioned from a socialist to a democratic and market economy in
 1990. The consumer economy and rapid population concentration in the capital city led to 
environmental degradation, increased disaster risks, and regional disparities in education. This 
project involved research and practice of distance education, which contributed to curbing unipolar 
concentration and allowing people to receive higher education while maintaining a nomadic lifestyle.
 The project promoted the development and functional enhancement of studios at the National 
University of Mongolia as well as a joint program to improve the production technology of video 
content.
In Bhutan, the national government has been promoting informatization. However, the distance 
education system at universities continues to be underdeveloped. In this project, video content on 
topics like GNH was created in collaboration with the Royal University of Bhutan, and a system was 
set up to enable students to view the content.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、遊牧地域・山岳地域等で、伝統的な生活様式を維持しながら、地方住民が高等教育を受けられる仕組
み、中央と地方の教育・情報格差の軽減やレジリエンス強化に資する遠隔教育システムを確立するための実践的
な研究である。モンゴル、ブータンの国立大学との連携により、遠隔教育システムとコンテンツ制作等の構築・
改善を実現すると共に、ニーズ、課題とその解決策等を明らかにすることができた。それによって、途上国にお
ける遠隔教育モデルに関する今後の研究展開が可能となった。こうした研究実践は、COVID-19感染症流行が発生
した今日、その学術的・社会的意義がますます大きくなっている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

モンゴルは国土が広大で、都市部以外では今も遊牧が営まれている。モンゴルは、
ソビエト連邦の援助の下に1924年から社会主義体制をとってきたが、1990年以降、民
主主義・市場経済に転換した。その後は、急速な消費経済の発展とともに、首都ウラ
ンバートルへの人口集中が進み、中央と地方の間の経済社会的格差が拡大している。
社会的格差のひとつが教育とくに高等教育である。また、首都への一極集中は、環境
の悪化をもたらし、災害リスクを高めている。 

地方の遊牧民は、経済的には一定の安定を得たものの、社会主義時代に保証されて
いた公共サービスを失い、ゾド（雪害・冷害）をはじめとする災害リスクを抱え、急
激に変化する社会における情報不足等に悩まされている。さらに、移動生活に伴い、
子弟の教育も大きな問題となっている。 
 
２．研究の目的 

首都一極集中の要因の一つである教育格差を是正するとともに、災害・社会レジリ
エンスを高めるための有効な方法として遠隔教育があげられる。遠隔教育の普及によ
り、遠隔地の遊牧民も、移動と伝統的生活様式を維持しながら、高等教育を受けるこ
とができるからである。また、遠隔教育は、地域のリーダーとなる人材を育成するこ
とにより、地方の活力の維持向上に資する。本研究計画は、モンゴル（遊牧社会）、
ブータン（山岳地域）を中心に、放送大学の実績と技術を活用し、現地の大学と連携
しながら、遠隔教育の実現のための実践的な研究を行うことを目的とする。 
 
３．研究の方法 

本研究計画では、主にモンゴル国立大学、ブータン王立大学との共同により、遠隔
教育のための環境条件、ニーズ等を把握するための現地調査、システムの構築・改
善、コンテンツ制作の技術向上などへの協力、コンテンツの共同制作等を通じて、開
発途上国における遠隔教育の意義、ニーズ、課題とその解決法などを明らかにする。 

具体的には、2018年度には、JICA草の根技術支援事業「モンゴル・ホブド県におけ
る地球環境変動に伴う大規模自然災害への防災啓発プロジェクト」（代表：鈴木康
弘）と連携して、地方の現状を調査するとともに、防災啓発のためのコンテンツの制
作を試み、その準備を進めた。 

2019年度以降は、モンゴル国立大学と包括協定を締結し、同大学の遠隔教育の推進
に協力した。まず、副学長・担当教員・技術スタッフと協議し、新スタジオの機能充
実の方策を検討し、放送大学のオンライン教育の専門スタッフ（研究協力者）と共
に、スタジオ・システムの整備・機能強化、映像コンテンツの制作技術向上の共同プ
ログラムを推進した。さらに、このスタジオを活用し、防災に関する映像コンテンツ
の共同制作を進めた。 

ブータンでは、近年、国家プロジェクトとして情報化が推進されてきたが、大学の
遠隔教育システムまでは整備されていない。そこで、ブータン王立大学シェルブシ
ェ・カレッジとの大学間協定に基づき、コンテンツの共同制作等を実施した。 
 
４．研究成果 
 

本研究においては、とくに実践面で予想以上の成果を得ることができた。その背景

には、モンゴル、ブータンの両国において、遠隔教育への期待とニーズが極めて高い

ことがあった。モンゴル国立大学では、撮影スタジオが新設され、その機能強化のた

めの協力を行い、遠隔教育の実現のために大いに貢献することができた。具体的に

は、例えば、スタジオの機能に関しては、コンテンツ制作のワーク・フローにおい

て、ビデオカメラ本体のカードに記録される映像データをPCで編集しているため、CG

の合成編集等に多くの工程が費やされるなどの課題が判明した。そこで、不足の機材

を用意し、これらの課題の改善し、スタジオの整備を完了した。このスタジオのシス



テム構築と運用の技術移転は、放送大学の蓄積を活かすことができた。2020年以降に

起こったCOVID-19感染症流行の状況下では、遠隔教育の普及に大きな貢献となってい

る。 

さらに、モンゴル国における防災などのレジリエンス強化のため、遠隔教育による

防災啓発のためのコンテンツを共同制作してきた。これは、モンゴル非常事態局

（NEMA）とも共同し、モンゴルの防災専門家等を講師として、「地震災害」、「ゾド

（冷害・雪害）」等をテーマとする講義の撮影と制作を行った。教育の地域格差の是

正と広域への適切な知見の普及を図る遠隔教育は、本来的にレジリエンスとの親和性

を有しているが、教育コンテンツに防災・共生等のテーマを組み込むことにより、よ

り積極的にレジリエンス強化の機能を付与することができる。 

ブータンにおいては、国が情報化を推進し、王立大学シュラブツェ・カレッジにメ

ディア学科が新設された。スタジオは未整備であったため、ロケによるコンテンツ制

作に力を入れた。具体的には、GNH（国民総幸福量）などをテーマに、ロケ収録によっ

て制作したコンテンツを大学HPに置き、学生が視聴できるシステムを構築した。 

 途上国の中で遠隔教育が進んでいるブラジルのマトグロッソ連邦大学との実践的共

同研究も行った。この共同研究では東海大学（代表小貫大輔）と共同し、「多文化共

生」をテーマとし、両国の学生を対象としたインターネットによるリアルタイムの

「国際授業」を実施した。両国の講師と受講生がディスカッションするという試み

で、優秀な通訳が必要であるが、それは日系ブラジル人が務めた。なお、東海大学は

マトグロッソ連邦大学と「在日ブラジル人児童の教育のためのブラジル人教師の養

成」を目的とした遠隔教育の実績がある。 

以上の実践的研究により、ハード面とソフト面でのシステム構築に具体的に協力す

ることができ、当該諸国における現状、ニーズ、課題とその解決法などを把握するこ

とができた。それによって、開発途上国における遠隔教育の普及のためのモデル構築

を目的とする、今後の研究を推進するための基礎を固めることができた。 
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